
 

New

FOR

 
ジョー

 
Aflac
政」）

公表

相当

もたら

入され

株式

される

 
この発

電話

尾をご

 
今回

コミッ

本郵

を継続

直営

日本

活動

ws Relea

R IMMEDIA

Aflac
日本郵政

12 月 19

ージア州コロ

c Incorpo
との間の長

された合意

を購入する

らすことなく

れる予定で

の取得に関

ることはあり

発表に関し

話会議を開催

ご覧ください

公表された

ットメントを更

便」）は、日

続します。ま

支店を通じ

における、

の推進にお

se 

ATE RELE

c Incorpo
政株式会社は

日午前 8

ロンバス - 2

orated  （

長期にわたる

意に基づき、

ることを予定

実施され、株

です。また、こ

関する予想レ

りません。 

て、当社は

催します。こ

い。 

た戦略提携を

更新しました

本全国の

また、株式会

じても、引き続

がんに関す

おいて引き続

  

ASE 

orated は

は戦略的持

約 7％を

時（米国東部

2018 年 1

以下、「当社

る販売及び

日本郵政は

定しています

株式は米国

この契約に

レンジが 13

、本日（20
この電話会議

を通じて、両

た。日本郵政

2 万局以上

会社かんぽ

続きアフラッ

する啓発活動

続き協力して

1 
 

 
は日本郵政株

分として Af
を公開市場で

部時間）に本

  

2 月 19 日

社」）は、本

事業関係を

は、信託を通

す。この投資

国での市場取

より、2019
3 億ドルか

18 年 12 月

議の詳細情

両社は日本

政の完全子会

上の郵便局

ぽ生命保険（

ックのがん保

動、教育、が

ていきます。

株式会社との

flac Inco
で購入予定

本件に関す

 

日、日本郵

を一層強化し

通じて当社の

資は、当社の

取引又は市

9 年におけ

ら 17 億ドル

月 19 日）午

情報について

におけるが

会社である

局において、

（以下、「かん

保険を販売

がん検診及

 

 

の関係をさら

orporated
 

する電話会議

郵政株式会社

したことを発

の発行済普

の株主に対す

市場外のブロ

ける当社普通

ルであるとい

午前 8 時（

ては、本プレ

がん保険市場

日本郵便株

アフラックの

んぽ生命」）

します。さら

及びがんに関

らに強化 
d の株式の

議を開催予定

社（以下、「

発表しました

普通株式の約

する希薄化

ロック取引に

通株式に係

いう見込み

米国東部時

レス・リリー

場に対する相

株式会社（以

のがん保険

）及びその

らに、関係各

関連する慈善

 

の 

定 

日本郵

た。本日

約 7％

効果を

により購

る自己

が変更

時間）に

スの末

相互の

以下「日

の販売

76 の

各社は、

善支援



 
 

2 
 

 
日本郵便及びかんぽ生命を通じたがん保険の販売に加えて、関係各社は商品開発、デ

ジタル・テクノロジーを活用した顧客満足の向上、日本の国内外のビジネス拡大、及びア

フラック・グローバル・インベストメントの専門的な資産運用能力の活用において、さらな

る協業の機会を探求していきます。 
 
日本郵政は、投資の一環として、当社との間で株主契約を締結することに合意しました。

この契約では、日本郵政を経済的な信託受益権者とする信託が、当社株式を購入する

ことを定めています。また、この契約では、10％を上限とする株式保有制限条項、ロック

アップ（ 低保有期間）条項、スタンドスティル条項、及び、（すべての当社普通株式と同

様に）株式を 低 48 ヶ月間連続して保有すると 1 株につき 10 議決権を行使すること

ができることに鑑みて設けられた議決権行使に関する制約条項を規定しています。これ

らの議決権行使制約条項は、信託受託者による議決権を実質的に 20％以下に制限す

るものであり、支配権の変更に関する一定の事項についての議決権をさらに制限するも

のです。日本郵政は、当社取締役会における取締役に就任することができず、当社に対

する支配権若しくは経営権の獲得、又は当社の経営へ介入する権利を持ちません。 
 
この戦略的投資は、必要な日米監督当局による許認可を条件として実行されます。監督

当局による許認可は、2019 年下半期に見込まれています。 
 
今回の発表にあたり、当社の会長兼 高経営責任者であるダニエル・P・エイモスは、次

のように述べています。「2008 年の日本郵政との 初の提携以降、当社は日本郵政及

びその子会社との提携を継続的に発展させ、満足の行く実績を挙げてきました。また、提

携当初からの累計で、日本郵政の子会社が販売したがん保険に関する給付金の累計は

130 億円を超えています。当社は、両社とそのステークホルダーがともに恩恵を享受す

る方法で、今後ともこの関係を継続することを楽しみにしています。日本郵政による戦略

的投資は、アフラック・ブランドの全般的な優位性、高品質の顧客サービスに対する高評

価、及び当社が顧客、代理店及び提携先に提供する包括的なサポートが高く評価された

結果であると考えています。」 
 
また、日本郵政の取締役兼代表執行役社長である長門正貢氏は、今回の発表について

次のように述べています。「アフラックとは、長年にわたるがん保険に関する様々な取組

みを通じて、ビジネスパートナーとしての強固な信頼関係を確立してきました。今回の戦

略提携は、日本郵政によるアフラック・インコーポレーテッドへの投資を通じて、アフラック
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生命のビジネスの成長が日本郵政の利益貢献につながることで、双方の持続的な成長

サイクルの実現を目指すものです。」 
 
日本郵政グループは、日本郵政と 3 つの事業子会社（すなわち、日本郵便、かんぽ生

命及び株式会社ゆうちょ銀行）によって構成されています。これらの子会社は、日本全国

の郵便局において、ユニバーサル・サービスである郵便サービスに加えて、様々な金融

商品を提供しています。 
 
電話会議では、当社会長兼 高経営責任者のダニエル・P・エイモス、同じく当社エグゼ

クティブ・バイス・プレジデント兼 高財務責任者のフレデリック・J・クロフォード及びアフ

ラック生命保険株式会社代表取締役社長の古出眞敏が、予め準備したステートメントを

述べ、その後に質疑応答に入ります。次の経営陣も、参加者からのご質問にお答えしま

す：アフラックインターナショナル社長兼アフラック生命保険株式会社代表取締役会長の

チャールズ・D・レイク、アフラック生命保険株式会社取締役兼専務執行役員販売統括の

有吉浩二、同社取締役兼専務執行役員プリンシパル・フィナンシャル・オフィサーのトッ

ド・ダニエルズ、当社シニア・バイス・プレジデント兼トレジャラーのマックス・K・ブローデン。

本日の電話会議をお聞きになるときは、aflac.com/investors にアクセスのうえ、ウエ

ッブキャストへの登録をお願いします。電話参加あるいはウエッブキャストでの参加につ

いては、事前登録に十分なお時間をいただくことについてご了承ください。 
 
 
アフラックについて 

 

当社は、ご契約者が病気又は怪我をした時に給付金を現金で迅速にお支払いします。

60 年以上にわたって、当社の商品は、ご契約者が経済的な負担を抱えずに回復に専念

する機会を提供してきました。当社は米国では職域における任意加入保険販売 No.1 の

会社です。先駆的な「ワン・デイ・ペイ」の取り組みにより、アフラック（米国）は、有効な給

付請求の審査手続、承認及び請求者が迅速に現金を取得できるように電子的な方法に

より請求者に資金を送付することをわずか 1 営業日で行うことができます。日本では、ア

フラックは医療保険・がん保険の 大手で、4 世帯に 1 世帯がアフラックの保険に加入し

ています。アフラックの保険は、世界で 5,000 万人以上の方々に保障を提供し、お役立て

いただいています。『Ethisphere』誌は、12 年連続で当社を「世界で も倫理観の高い企

業」の 1 社に選出しています。また、2018 年、『フォーチュン』誌は、当社を 20 年連続で

「全米で も働きがいのある企業 100 社」に選出するとともに、17 回目となる「世界で
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も賞賛すべき企業」の 1 社にも選出しています。Aflac Incorporated はフォーチュン 500

社に入っており、ティッカー・シンボル AFL としてニューヨーク証券取引所に上場していま

す。 

 

 

予測情報について 

 

1995 年の私的証券訴訟改革法は、企業に対して、いわゆる｢安全港｣の規定を設けてい

ます。規定によれば、その記述が将来予測に関する記述（forward-looking statement）と

して特定され、将来予測に関する記述に含まれる内容と大きく異なる結果を引き起こす

可能性がある重要な要素を記した有意義な警告を伴うならば、自社の見通しに関する情

報を積極的に提供するよう奨励しています。当社は、この規定を活用したいと考えていま

す。本書には、将来の見通しと大きく異なる結果を引き起こす可能性がある重要な要素

を記した警告を記載しています。こうした将来の見通しは、本書の中、あるいはアナリスト

と当社役職員との議論、米国証券取引委員会（SEC）に提出された文書の記述に含まれ

ています。 

 

将来予測に関する記述は、過去の情報に基づくものではなく、将来の事業、戦略、財務

業績及びその他の進展事項に関するものです。更に、将来予測に関する情報は、さまざ

まな仮定や、リスク、不確定要素から影響を受けます。特に、｢予想する｣｢予測する｣｢確

信している｣｢目標｣｢目的｣「可能性がある」「すべきである」「推定する」「意図する」「見積

もる」「するつもりである」「仮定する」「潜在的」「対象」「見通し」、あるいはその他の類似

した言葉を含む記述、また将来の結果についての特定の予測は一般に将来予測に関す

る記述です。当社は、将来予測に関する記述について、 新情報を提供する義務を負い

ません。 

 

当社が随時言及している事項のほかに、将来予測に関する記述と大きく異なる結果を引

き起こす可能性がある事項は以下のとおりです。 

 

・ 資本市場の状況及び当社資金の使用方法の選択肢の可能性 

・ 世界資本市場及び経済の困難な状況 

・ 重要な金利リスクに対するエクスポージャー 

・ 日本に対する事業の集中 

・ 円/ドル為替レートの変動 
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・ 従来の日本支社の法的な子会社としての運営 

・ 当社の条件に合致する円建て有価証券の限られた入手可能性 

・ 保険料率の設定や責任準備金の算定に用いる仮定と実績の乖離 

・ 情報システムの開発・改善を継続する能力 

・ 金融市場の安定化を目指す政府の行為 

・ 電気通信、情報技術及びその他の業務システムにおける障害、あるいはそのような

システムに収録されているセンシティブなデータに関する安全性、機密性又はプライ

バシーの維持の失敗 

・ 保険業界における継続的な変化 

・ 患者の個人情報及び情報セキュリティーに関する規則の遵守の失敗 

・ 広範囲な規制及び法律又は政府当局による規制の変更 

・ 当社に適用される税率の変更 

・ 投資先の債務不履行及び信用格付けの引き下げ 

・ 優秀な募集人、ブローカー、社員及び販売提携先を引きつけ、維持する能力 

・ 他の金融機関の信用力の低下 

・ 子会社がアフラック・インコーポレーテッドに配当金を支払う能力 

・ 当社の財務力と発行体格付けの引き下げ 

・ 当社に固有なリスク管理方針及び手続の限界 

・ 特定の単一の発行体又はセクターに対する運用資産の集中 

・ 運用資産の評価に適用される異なる判断 

・ 主要な経営陣メンバーの後継者を効果的に選出する能力 

・ 運用資産に係る減損金額の決定における重要な評価判断 

・ 伝染病、パンデミック、竜巻、ハリケーン、地震、津波、戦争あるいはその他の軍事

行動、テロ行為あるいはその他の暴力行為を含む大惨事及びそれに付随して起こる

被害 

・ 米国及び（又は）日本の会計基準の変更 

・ 当社の事業を離れた出来事によってもたらされる消費者からの信頼の喪失 

・ 年金及びその他退職給付プランに係る前提の変更による費用の増加と収益性の低

下 

・ 訴訟の内容及び結果 

・ 内部統制又はコーポレート・ガバナンスのポリシー及び手続の失敗 

 

改正税法の影響の評価額は、GAAP の当期純利益及び株主資本には含まれるが、別表

に定義された調整後利益からは除外される。この評価額は予備的なものであり、場合に
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よっては大幅に調整される可能性があり、その要因には次のものが含まれる。当社の計

算についてのさらなる精査、当社が行った解釈と前提の変更、今後発せられる税務ガイ

ダンス及び改正税法の結果として当社がとる行動。 

 



 

    
News Release 

FOR IMMEDIATE RELEASE 
 

Aflac Incorporated Further Strengthens its Relationship with Japan Post Holdings; 
Japan Post Holdings to Purchase in the Open Market a Strategic Stake Representing 

Approximately 7% of Aflac Incorporated 
Conference Call to be Held on December 19th at 8:00 a.m. (ET) 

  
 

COLUMBUS, Georgia – December 19, 2018 – Aflac Incorporated announced today that it has further 
strengthened its longstanding distribution and business relationship with Japan Post Holdings Co., Ltd. 
(Japan Post Holdings). In conjunction with today’s announced agreement, Japan Post Holdings plans to 
purchase approximately 7% of Aflac Incorporated’s outstanding common shares through a trust. This 
investment is being accomplished on a non-dilutive basis to Aflac Incorporated’s shareholders, as all shares 
will be purchased through open market or private block purchases in the United States. In addition, this 
agreement does not change Aflac Incorporated’s outlook to repurchase an expected range of $1.3 to $1.7 
billion of its common shares in 2019. 
 
In conjunction with this announcement, Aflac Incorporated will host a conference call at 8:00 a.m. (ET) 
today (December 19, 2018). Please see the end of this release for more information about the call.  
 
Through this announced strategic alliance, the parties have renewed their mutual commitment to the cancer 
insurance marketplace in Japan. Japan Post Co., Ltd. (Japan Post), a wholly owned subsidiary of Japan Post 
Holdings, will continue to offer Aflac’s cancer products through more than 20,000 postal outlets across Japan, 
as well as through Japan Post Insurance Co., Ltd. (Japan Post Insurance) and its 76 directly managed sales 
offices. The parties will also continue to collaborate to promote cancer awareness and education, cancer 
screening, and philanthropic sponsorship of cancer-related causes in Japan. 
 
In addition to distributing cancer insurance policies through Japan Post and Japan Post Insurance, the 
companies will explore opportunities for further collaboration in product development, in leveraging digital 
technology to improve customer experience, in domestic and overseas business expansion and in utilizing 
the asset management expertise of Aflac Global Investments in certain capacities.  
 
Japan Post Holdings, as part of its investment, has agreed to enter into a shareholder agreement with Aflac 
Incorporated. The agreement will provide for Aflac shares to be acquired by a trust under which Japan Post 
Holdings will be the economic beneficiary. It will also include a cap on share ownership of 10%, a minimum 
holding period or “lock-up” provision and a standstill provision and voting restrictions in light of the fact that 
the shares, like all Aflac Incorporated common shares, will be eligible for 10-for-1 voting rights after being 
held for 48 consecutive months. These voting restrictions effectively limit the trustee’s voting rights to no 
more than 20% of the voting rights and further restrict the trustee’s voting rights with respect to certain 
change in control transactions. Japan Post Holdings will not have a Board seat on Aflac Incorporated’s Board 
of Directors and will not have rights to control, manage or intervene in the management of Aflac 
Incorporated.   
 
This strategic investment is subject to certain regulatory approvals in Japan and the U.S. Regulatory 
approvals are anticipated in the second half of 2019.   
 
Commenting on the announcement, Aflac Incorporated Chairman and Chief Executive Officer Daniel P. Amos 
said: “Since initially forming our partnership with Japan Post Holdings in 2008, we have enjoyed continuing 
to develop our alliance with Japan Post Holdings and its subsidiaries. Together we have paid claims and 
benefits in excess of ￥13 billion on cancer policies sold by Japan Post Holdings’ subsidiaries since the 
inception of our alliance. We look forward to continuing this relationship in a way that benefits both 
companies and their stakeholders. We believe Japan Post Holdings’ strategic investment reflects the overall 



 

strength of the Aflac brand, our reputation for quality customer service, and the comprehensive support we 
provide to our customers, agents and alliance partners.” 
 
Also commenting on the announcement, Japan Post Holdings Director and Representative Executive Officer, 
President and CEO Masatsugu Nagato said: “Aflac Japan and Japan Post Holdings have established a strong 
relationship of trust as business partners over the years through the various initiatives regarding cancer 
insurance. This strategic alliance aims to create sustained growth for both companies, and our investment 
in Aflac Incorporated reinforces our mutual economic interests.” 
 
Japan Post group consists of Japan Post Holdings and its three operating subsidiaries: Japan Post Co., Ltd.; 
Japan Post Insurance Co., Ltd.; and Japan Post Bank Co., Ltd. These subsidiaries provide universal postal 
services as well as a variety of financial products in post offices throughout Japan. 
 
On the conference call, Aflac Incorporated Chairman and Chief Executive Officer Daniel P. Amos; Executive 
Vice President and Chief Financial Officer of Aflac Incorporated Frederick J. Crawford; and President and 
Representative Director of Aflac Life Insurance Japan Ltd. Masatoshi Koide will deliver prepared remarks 
before opening the call for questions. The following executives will also be available to answer questions on 
the call: President of Aflac International and Chairman and Representative Director of Aflac Life Insurance 
Japan Ltd. Charles D. Lake II; Executive Vice President and Director of Sales and Marketing of Aflac Life 
Insurance Japan Ltd. Koji Ariyoshi; Executive Vice President and Principal Financial Officer of Aflac Life 
Insurance Japan Ltd. J. Todd Daniels; and Senior Vice President, Treasurer and Head of Corporate 
Development of Aflac Incorporated Max K. Brodén. To listen to today’s conference call, please go to 
aflac.com/investors and register for the webcast. When joining either the call or webcast, please allow 
sufficient time to register in advance. 
 
 
ABOUT AFLAC 
 
When a policyholder gets sick or hurt, Aflac pays cash benefits fast. For more than six decades, Aflac 
insurance policies have given policyholders the opportunity to focus on recovery, not financial stress. In the 
United States, Aflac is the leader in voluntary insurance sales at the worksite. Through its trailblazing One 
Day PaySM initiative, for eligible claims, Aflac U.S. can process, approve and electronically send funds to 
claimants for quick access to cash in just one business day. In Japan, Aflac is the leading provider of medical 
and cancer insurance and insures 1 in 4 households. Aflac insurance products help provide protection to 
more than 50 million people worldwide. For 12 consecutive years, Aflac has been recognized by Ethisphere 
as one of the World's Most Ethical Companies. In 2018, Fortune magazine recognized Aflac as one of the 
100 Best Companies to Work for in America for the 20th consecutive year and included Aflac on its list of 
World's Most Admired Companies for the 17th time. Aflac Incorporated is a Fortune 500 company listed on 
the New York Stock Exchange under the symbol AFL. To find out more about Aflac and One Day PaySM, visit 
aflac.com or aflac.com/espanol. 

FORWARD-LOOKING INFORMATION 
 
The Private Securities Litigation Reform Act of 1995 provides a "safe harbor" to encourage companies to 
provide prospective information, so long as those informational statements are identified as forward-looking 
and are accompanied by meaningful cautionary statements identifying important factors that could cause 
actual results to differ materially from those included in the forward-looking statements. The company 
desires to take advantage of these provisions. This document contains cautionary statements identifying 
important factors that could cause actual results to differ materially from those projected herein, and in any 
other statements made by company officials in communications with the financial community and contained 
in documents filed with the Securities and Exchange Commission (SEC). Forward-looking statements are 
not based on historical information and relate to future operations, strategies, financial results or other 
developments. Furthermore, forward-looking information is subject to numerous assumptions, risks and 
uncertainties. In particular, statements containing words such as "expect," "anticipate," "believe," "goal," 
"objective," "may," "should," "estimate," "intends," "projects," "will," "assumes," "potential," "target", 
"outlook" or similar words as well as specific projections of future results, generally qualify as forward-
looking. Aflac undertakes no obligation to update such forward-looking statements. 



 

The company cautions readers that the following factors, in addition to other factors mentioned from time 
to time, could cause actual results to differ materially from those contemplated by the forward-looking 
statements: capital market conditions and the availability of alternative uses for the company’s capital; 
difficult conditions in global capital markets and the economy; exposure to significant interest rate risk; 
concentration of business in Japan; foreign currency fluctuations in the yen/dollar exchange rate; operation 
of the former Japan branch as a legal subsidiary; limited availability of acceptable yen-denominated 
investments; deviations in actual experience from pricing and reserving assumptions; ability to continue to 
develop and implement improvements in information technology systems; governmental actions for the 
purpose of stabilizing the financial markets; interruption in telecommunication, information technology and 
other operational systems, or a failure to maintain the security, confidentiality or privacy of sensitive data 
residing on such systems; ongoing changes in the Company's industry; failure to comply with restrictions 
on patient privacy and information security; extensive regulation and changes in law or regulation by 
governmental authorities; changes in tax rates applicable to the company; defaults and credit downgrades 
of investments; ability to attract and retain qualified sales associates, brokers, employees, and distribution 
partners; decline in creditworthiness of other financial institutions; subsidiaries' ability to pay dividends to 
Aflac Incorporated; decreases in the Company's financial strength or debt ratings; inherent limitations to 
risk management policies and procedures; concentration of the Company's investments in any particular 
single-issuer or sector; differing judgments applied to investment valuations; ability to effectively manage 
key executive succession; significant valuation judgments in determination of amount of impairments taken 
on the Company's investments; catastrophic events including, but not necessarily limited to, epidemics, 
pandemics, tornadoes, hurricanes, earthquakes, tsunamis, war or other military action, terrorism or other 
acts of violence, and damage incidental to such events; changes in U.S. and/or Japanese accounting 
standards; loss of consumer trust resulting from events external to the Company's operations; increased 
expenses and reduced profitability resulting from changes in assumptions for pension and other 
postretirement benefit plans; level and outcome of litigation; and failure of internal controls or corporate 
governance policies and procedures. 

The estimated impact of tax reform, which is included in GAAP net income and equity, but excluded from 
adjusted earnings as defined, is a preliminary estimate and may be adjusted, possibly materially, due to, 
among other things, further refinement of the company's calculations, changes in interpretations and 
assumptions the company has made, tax guidance that may be issued and actions the company may take 
as a result of tax reform. 
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